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１．初診時の機能強化加算について（地域におけるかかりつけ医機能） 

当院は「かかりつけ医」として、以下のような取り組みを行っています。 

■健康診断の結果など、健康管理に関するご相談に応じています。 

必要に応じて、専門医師や専門医療機関をご紹介いたします。 

■福祉・保健サービスに関するご相談に応じています。 

■診療時間外を含む緊急時の対応方法などの情報提供を行っています。 

■必要に応じて、他の医療機関での受診状況や処方されている医薬品を把握するために、お薬手

帳のご提示やお尋ねをさせていただくことがあります。あらかじめご了承ください。 

２．電子的診療情報連携体制整備加算について 

当院は診察室等において、オンライン資格確認等システムにより取得した診療情報等を活用して

診療を実施している保険医療機関です。 

マイナ保険証を促進する等、医療 DX を通じて質の高い医療を提供できるように取り組んでいま

す。また、算定した診療報酬の区分・項目の名称及びその点数又は金額を記載した詳細は明細書

を無料で交付しています。 

 

 

 



３．一般名処方加算について 

当院では、後発医薬品の使用促進を図るとともに、医薬品の安定供給に向けた取り組みを実施して

います。 

現在、一部の医薬品については、十分な供給が難しい状況が続いております。 

そのため、後発医薬品のある医薬品については、特定の製品名を指定するのではなく、有効成分を

もとにした「一般名処方」（※）を行う場合があります。 

一般名処方を行うことで、特定の医薬品の供給が不足している場合でも、同じ有効成分を含む他の

医薬品を選択できるため、患者様に必要な医薬品を提供しやすくなります。 

一般名処方についてご不明な点がありましたら、当院職員までお気軽にご相談ください。 

皆様のご理解とご協力を賜りますよう、よろしくお願いいたします。 

※一般名処方とは、お薬の「商品名」ではなく、「有効成分名（一般名）」を処方箋に記載する方

法です。この方法により、供給不足の医薬品があっても、有効成分が同じ複数の薬剤の中から適切

なものを選んで処方できるようになります。 

４．地域支援・医薬品供給対応体制加算について 

当院は後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用に積極的に取り組んでいます。医薬品の供

給が不足した場合に、医薬品の処方等の変更に関して適切な対応ができる体制を整備してい

ます。医薬品の供給状況によって投与する薬剤が変更となる可能性がありますが、変更する

場合には十分に説明いたします。 

５．身体拘束最小化のための指針及び実施割合について 

１．目的 

身体拘束は、患者の生活の自由を制限することであり、患者の尊厳を損なう行為である。患者の

尊厳と主体性を尊重し、身体拘束を安易に正当化することなく、職員一人ひとりが身体的・精神

的弊害を理解するとともに、身体的拘束を最小化する体制を整備し、当院における医療・看護・

介護サービスの充実を図ることを目的とする。 

２．身体拘束等禁止の対象となる具体的な行為 

（1） 徘徊しないように、車椅子や椅子、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る 

（2） 転倒しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る 

（3） 自分で降りられないように、ベッドを柵で囲む 

（4） 点滴・経管栄養などのチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る 

（5） 点滴・経管栄養などのチューブを抜かないように、または皮膚をかきむしらない様に、手

指の機能を制限するミトン型の手袋等をつける 

（6） 車椅子や椅子からずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Y 字型拘束帯や腰ベル

ト 、車椅子テーブルをつける 

（7） 立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるような椅子を使用する 



（8） 脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる 

（9） 他人への迷惑行為を防ぐために、ベッド等に体幹や四肢をひも等で縛る 

（10）行動を落ち着かせるために、抗精神病薬を過剰に服薬させる 

（11）自分の意思で開けることができない居室等に隔離する 

     「身体拘束ゼロへの手引き」（平成 13 年 3 月厚労省「身体拘束ゼロ作戦推進会議」） 

3．身体拘束最小化のための体制 

以下取り組みを継続的に実施し、身体拘束等の最小化のための体制を維持・強化するため、身体

拘束最小化チーム(以下、「チーム」という)を設置する。 

 １）チームの構成 

 医師、看護師、薬剤師、管理栄養士、セラピスト、社会福祉士、精神保健福祉士 

 ２）役割 

①身体拘束等最小化に関する指針の見直し 

 ②身体拘束等の実施状況について把握・検討と身体拘束が実施されている病棟への巡回 

③職員全体への教育、身体拘束に関わる研修会の開催（年 2 回以上） 

 ④チーム会での検討内容・結果については、議事録を作成・保管する他、各部署へ議事録をも

って周知を行う 

4．緊急やむを得ずに身体拘束等を行う場合 

 １）緊急やむを得ない場合に該当する３要件の確認 

  ・切迫性：利用者本人または他者の生命または身体が危険にさらされる可能性が著しく高い 

  ・非代替性：身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する方法がない 

  ・一時性：身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること  

「身体拘束ゼロへの手引き」（平成 13 年 3 月厚生労働省「身体拘束ゼロ作戦推進会議」）一部改変  

 ２）緊急やむを得ない場合に該当するかについては、原則として多職種間で協議し、検討を要す 

 る患者の状態・背景は以下のとおりとする。  

①気管切開・気管内挿管チューブ、中心静脈カテーテル、経管栄養チューブ、膀胱留置カテ

ーテル、各種ドレーン等を抜去することで、患者自身の生命の危機及び治療上著しい不利益

が生じる場合 

②精神運動興奮（意識障害、認知障害、見当識障害、薬物依存、アルコール依存、術後せん

妄）による多動、不穏が強度であり、治療に協力が得られない、自傷、他傷などの害を及ぼ

す危険性が高い場合 

③ベッド、車椅子からの転倒・転落の危険性が著しく高い場合 

④検査・手術・治療で身体拘束が必要な場合 

⑤その他の危険行動（自殺、離院の危険性） 

 以上のいずれかの状態であり、且つ、上記の３要件をすべて満たす際、以下の手順により実施 

 する 

5．病院内における身体拘束発生時の対策について 

（１）他の代替案を検討する 

（２）医師、看護師をはじめとする多職種で身体拘束等の必要性をアセスメントし記録を行う。 

（３）身体拘束等が必要と判断されれば、医師が指示を記載する 

（４）事前もしくは速やかに、本人または家族の意思を尊重した十分な説明を行い「身体拘束等

行為に関する説明と同意書」にて同意を得る 



 （５）事前もしくは事後速やかに、医師、看護職員並びに多職種が参加するカンファレンスを開 

 催し、「身体的拘束」の理由、治療及び対応方針を確認し、看護計画を立案し介入する。 

（６）緊急やむを得ず身体的拘束を行う場合には、患者の状態、緊急やむを得ない理由、目的、

及び時間を記録する。また、毎日身体拘束の妥当性、解除に向けた検討についてカンファレンス

を行い記録する。 

（７）身体拘束中は、各勤務帯で観察して記録する 

6．身体拘束等に関する報告 

 緊急やむ得ない理由により身体拘束等を実施した場合は、当該部署の看護師長は看護部長に同

意書を提出し、提出をもって報告とする。その後医療安全管理者・院長が確認する。医療安全

管理者は実施状況を一覧表にまとめ、身体拘束最小化チーム会に報告する。チーム会において

適正に実施されているか、身体拘束解除に向けた検討を行う。 

7．身体拘束等の解除基準 

（１）身体拘束等に必要な３要件を満たさない場合 

（２）身体拘束等の影響から身体的侵襲が出現した場合 

 

 ■身体的拘束の実施率について 

  詳細は、→ こちらをご覧ください。 

 

当院での身体的拘束最小化のための指針は職員全員が閲覧可能とする他、入院患者、家族、地域

住民が閲覧できるようにホームページへ掲載を行う。  

 

社会医療法人帰巖会 みえ病院 

院長 小栁 雅孔 

2024 年 5 月 30 日作成 

医療安全マニュアルから指針へ変更 

2025 年 3 月 1 日 改定 

2026 年 5 月 1 日 改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.kigankai.or.jp/topic/mie-area/shintaikousokujittiritu_miehp/


６．歯科関連の加算について 

【歯科外来診療安全対策加算１】 

当院には、医療安全対策に関する研修を受けた歯科医師及び医療安全管理者を配置、自動体外式除

細動器（AED）等を保有し、緊急時の対応及び医療安全対策について十分な体制を整備していま

す。 

【歯科外来診療感染対策１】 

当院では、院内感染管理を配置しており、院内感染防止対策について十分な体制を整備しており

ます。 

【歯科初診料の注１に規定する基準】 

歯科外来診療における院内感染防止対策に十分な体制の整備、十分な機器を有し、研修を受けた常

勤の歯科医師及びスタッフがおります。 

 

社会医療法人帰巖会 みえ病院院長 


